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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　試料を載置する試料台と、
　一次荷電粒子ビームを前記試料台上の試料の所定の領域に照射するための対物レンズと
、
　前記一次荷電粒子ビームで前記試料の所定領域を走査する走査部と、
　前記試料から発生する二次電子や後方散乱電子を検出する検出器と、
　前記一次荷電粒子ビームの電流量が所定値に調整された荷電粒子ビームを用いて、検出
された二次電子信号強度ないし後方散乱電子信号強度から、前記所定領域の帯電電圧を測
定する測定部と、
　前記試料の所定の領域に所望の帯電電位が形成されるように前記一次荷電粒子ビームの
電流量を調整するための制御部と、
　前記電流量が所定値に調整された前記一次荷電粒子ビームを用いて、前記検出器からの
信号で電位コントラスト像を形成する画像処理部と、
　前記帯電電圧と前記電位コントラスト像信号から前記荷電粒子ビームの照射位置の電気
抵抗を求める演算部と、
　を具備してなることを特徴とする荷電粒子ビームを用いた検査装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の荷電粒子ビームを用いた検査装置において、
　前記測定部として試料面に電圧を印加することのできる電極を具備してなることを特徴
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とする荷電粒子ビームを用いた検査装置。
【請求項３】
　請求項１に記載の荷電粒子ビームを用いた検査装置において、
　前記測定部として前記試料に垂直方向に磁場を印加することを特徴とする荷電粒子ビー
ムを用いた検査装置。
【請求項４】
　請求項１に記載の荷電粒子ビームを用いた検査装置において、
　前記電流量は前記検出器で検出した信号強度が前記試料の正帯電および負帯電の帯電電
圧に対して変化する領域内に調整する機能を持つことを特徴とする荷電粒子ビームを用い
た検査装置。
【請求項５】
　請求項１に記載の荷電粒子ビームを用いた検査装置において、
　前記電流量に代えて、前記荷電粒子ビームの照射面積を調整することにより、前記荷電
粒子ビームの照射条件を調整する機能を持つことを特徴とする荷電粒子ビームを用いた検
査装置。
【請求項６】
　請求項１に記載の荷電粒子ビームを用いた検査装置において、
　前記走査する工程で、二次電子信号ないし後方散乱電子信号の取得領域よりも広い領域
に前記荷電粒子ビームを走査し、前記試料を帯電させる機能を持つことを特徴とする荷電
粒子ビームを用いた検査装置。
【請求項７】
　請求項１に記載の荷電粒子ビームを用いた検査装置において、
　前記電流量の所定値を、前記二次電子信号ないし後方散乱電子信号強度を電位コントラ
スト像として表示した場合に、当該電位コントラスト像の明るさの変化する領域内に定め
る機能を持つことを特徴とする荷電粒子ビームを用いた検査装置。
【請求項８】
　請求項１に記載の荷電粒子ビームを用いた検査装置において、
　半導体素子が形成された試料に対して前記荷電粒子ビームを照射し、前記所定領域の抵
抗値を算出し、当該算出された抵抗値と前記帯電電圧との関係を測定することにより、前
記半導体素子のリーク欠陥、または導通不良欠陥の検査を行うことを特徴とする荷電粒子
ビームを用いた検査装置。
【請求項９】
　請求項１に記載の荷電粒子ビームを用いた検査装置において、
　前記荷電粒子ビームの電流値を当該荷電粒子ビームの照射位置の抵抗値をＲ、該電流値
をＩＰとした場合に、０＜ｌｏｇ（Ｒ・ＩＰ）＜３の範囲にある条件で定める機能を持つ
ことを特徴とする荷電粒子ビームを用いた検査装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
  本発明は、ウエハに加工された微細な素子の評価や欠陥検査に用いられる装置に係わり
、特に半導体デバイス製造過程途中の未完成なウエハ上の任意の部分、もしくはウエハ全
面における評価や欠陥検査のための、荷電粒子ビームを用いた検査装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
  半導体デバイスは、ウエハ上にホトマスクで形成されたパターンをリソグラフィー処理
およびエッチング処理により転写する工程を繰り返すことにより製造される。また、各工
程の間にイオン打ち込みを行い、ｐｎ接合等を形成させることも行う。これら半導体デバ
イスの製造過程において、リソグラフィー処理、エッチング処理やイオン打ち込み処理、
その他の良否は、半導体デバイスの歩留まりに大きく影響を及ぼす。そのため、欠陥発生
、およびその種類を早期にあるいは事前に検知し、製造条件へフィードバックさせ、歩留
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まりを向上させることが重要になる。
【０００３】
　上記欠陥検出の内、特に重要なものは、製造工程の初期の段階における、ビアホールの
非導通欠陥、ショート欠陥、およびビアホール底に加工されたｐｎ接合の不良である。こ
れら欠陥の種類の判別には、所望の電圧における抵抗値の測定が不可欠であった。また、
欠陥の原因を解明するためには、ある程度広範囲な電圧に対する抵抗値を測定する事が重
要であった。それらを測定する従来の技術は以下の２つがあげられる。
【０００４】
  一つは、ナノプロ－バ（特開平８－１６０１０９号公報：特許文献１）を用いた方法で
ある。これは、先鋭化させたＷ針（先端の曲率半径約０．１μｍ）を直接測定部に接触さ
せ、測定部に電圧を与え、流れる電流を測定することにより、電流－電圧特性を測定する
ものである。しかし、近年のパターン微細化に伴い、測定対象となる部分の大きさがＷ針
と同程度もしくは小さくなり、測定は非常に困難なものとなっている。これに対応する手
段として、Ｗ針の先端曲率半径を小さくすることが考えられる。ところが、その場合、先
端が非常に柔らかくなるため、測定部への接触と同時に先端が変形してしまい、現実的な
方法とはいえない。また、それ以外にも問題点として次の３点がある。（１）針と測定部
が異種の物質、特に少なくとも一方が半導体の場合、ショットキー接合が生じ、その部分
で電圧に依存した電気抵抗が生じるため正確な測定が出来ない。（２）測定速度が遅いた
め、ウエハの全面検査には不適当である。（３）針と試料の接触のため、ウエハが汚染さ
れ、インライン検査には不適当である。
【０００５】
　もう一つは、ＳＥＭ（走査型電子顕微鏡：Scanning Electron Microscope）を用いたも
のである。これは、特開平５－２５８７０３号公報（特許文献２）、特開平１１－１２１
５６１号公報（特許文献３）、第６１回応用物理学会学術講演会講演予稿集No.2、 p671
、 3p-K-4（非特許文献１） およびProceedings of SPIE Vol. 4344 (2001) P12（非特許
文献２）に開示されている。
【０００６】
　上記特開平５－２５８７０３号公報は、ＳＥＭを用いて取得したウエハに加工したパタ
ーンの電位コントラスト像と隣接するパターンの電位コントラスト像を比較して、電位コ
ントラスト（明るさ）の異なる箇所を欠陥と判断し、それを検出するものである。検査は
高速でありウエハ全面検査に適するが、電位コントラスト像の明るさの違いは電気抵抗の
違いを示しているだけであり、この結果からは、定量性のあるデータを得ることができな
かった。また、ｐｎ接合の方向によっては、帯電に伴い接合部が高抵抗となるため、導通
不良欠陥の判別が困難であった。
【０００７】
　上記特開平１１－１２１５６１号公報は、ウエハ前面にある制御電極によって、二次電
子の放出を制御し、ウエハ表面を正もしくは負に帯電させ、そのときの電位コントラスト
像から欠陥部を判別するものである。ただし、この制御電極による二次電子放出の制御は
、特開昭５９－１５５９４１号公報（特許文献４）に開示されている。
【０００８】
　上記特開平１１－１２１５６１号公報では、例えば、正に帯電するように制御電極を調
整した場合の電位コントラスト像は、低抵抗部は明部、高抵抗部は暗部となる。負に帯電
する場合は、コントラストがそれとは逆になる。検査は高速でありウエハ全面検査に適す
るが、この電位コントラスト像の明暗は抵抗の大小を示すだけで、像の明暗と抵抗値の対
応が定量的に示されておらず、抵抗値の算出はできない。そのため、例えばｐｎ接合の逆
バイアス抵抗値が正常であるか否かを確かめることが不可能であった。また、正および負
の帯電状態を利用して、ｐｎ接合の接合方向を特定するとの記述があるが、電子ビーム照
射により高帯電状態になった場合、接合にブレークダウンが発生し、抵抗値が大きく減少
するため、検査が不可能になる。
【０００９】
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　さらに、上記特開平１１－１２１５６１号公報では、帯電電圧の測定ができないため、
このことを回避することができない。さらに、リーク電流を測定することによって、電気
抵抗の算出を行うことができたが、検査に時間を要し、高速に測定できなかった。
【００１０】
　上記第６１回応用物理学会学術講演会講演予稿集No.2、 p671、 3p-K-4、およびProcee
dings of SPIE Vol. 4344 (2001) P12は、電位コントラスト像の信号値から電気抵抗を算
出するものである。これは、上記特開平５－２５８７０３号公報、及び特開平１１－１２
１５６１号公報では不可能であったものである。しかし、この方法は、正の帯電状態での
研究であり、負の帯電に関する記述は無い。また、正の帯電においても、特定の電圧下で
の抵抗値が算出できるだけであり、その電圧も不明であった。そのため、素子の抵抗―電
圧特性を求めることができず、欠陥の種類を判別することが困難であった。さらに、帯電
電圧の制御、測定が出来ないため、起きてはならないｐｎ接合のブレークダウン発生を回
避できないという問題もあった。
【特許文献１】特開平８－１６０１０９号公報
【特許文献２】特開平５－２５８７０３号公報
【特許文献３】特開平１１－１２１５６１号公報
【特許文献４】特開昭５９－１５５９４１号公報
【非特許文献１】第６１回応用物理学会学術講演会講演予稿集No.2、 p671、 3p-K-4
【非特許文献２】Proceedings of SPIE Vol. 4344 (2001) P12
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　ナノプローバでは、針の先端よりも測定対象のほうが小さい場合もあるという問題や、
針と試料の接触抵抗の問題があるため、試料によっては正確な電気抵抗を見積もれなかっ
た。また、検査時間が長大となることから、ウエハ全面検査は不可能であった。
【００１２】
　ＳＥＭを用いた装置では、電位コントラスト像の信号値から、抵抗値の相対的な評価を
するものがほとんどであった。電位コントラスト像の信号値から、電気抵抗を決定する方
法もあったが、両者とも特定の帯電電圧下での検査なので、高帯電のためにブレークダウ
ンが発生し、欠陥検出感度が低下する恐れもあった。また、素子の電気特性（抵抗―電圧
）の算出や、欠陥の種類の判別は不可能であった。さらに、リーク電流測定によって抵抗
値の算出を行うものもあったが、これも特定の帯電電圧下での検査であるし、検査に時間
を要するため高速検査が不可能であり、ウエハの全面検査は実質的に不可能であった。
【００１３】
　本発明の目的は、制御された帯電電圧下において欠陥検出を行うことを可能にし、また
素子の抵抗―電圧特性の算出を可能にし、ウエハ全面の電気特性の分布や欠陥の種類別の
分布を短時間に求められる試料検査技術を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　上記課題を解決するために、本発明者らは、帯電電圧測定機能を持ったＳＥＭを用いる
こととした。ここでは、電子ビームを例に説明するが、荷電粒子ビームであれば、必ずし
も電子ビームで無くても良い。必要な技術は、抵抗値、帯電電圧の測定、および帯電電圧
の制御である。
【００１５】
　まず、電子ビームを、素子を加工したウエハ(試料)に照射させ、そこから発生する二次
電子や後方散乱電子を検出することにより電位コントラスト像の信号を取得する。その信
号は抵抗値に依存するため、素子の抵抗値算出が可能である。このときの帯電電圧を測定
すれば、それが素子に印加されている電圧となる。帯電電圧制御には、測定した帯電電圧
を電子ビーム照射条件にフィードバックさせる事により可能になる。
【００１６】
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　この電子ビーム条件とは、ビームの照射面積、ビームエネルギー、ウエハとウエハ周り
の電極間の電位分布であり、これらを変化させる事により、帯電電圧を変えることができ
る。これら手法を組み合わせることによって、帯電電圧を制御した状態での抵抗値の算出
や、抵抗－電圧の関係を算出することが可能となることを、本発明者らは初めて見出した
。
【００１７】
　以上を纏めると、本発明の荷電粒子ビームを用いた検査装置は、試料を載置する試料台
と、一次荷電粒子ビームを前記試料台上の試料の所定の領域に照射するための対物レンズ
と、一次荷電粒子ビームを照射した領域の帯電電圧を測定する測定部と、該帯電電圧を決
定するための一次荷電粒子ビームの照射条件を決定する制御部と、試料から発生する二次
電子や後方散乱電子を検出する検出器と、前記検出器からの信号を用いて、検査されるべ
き領域の電位コントラスト像の信号を記憶するための記憶部と、前記記憶部からの信号で
電位コントラスト像を形成する画像処理部と、前記電位コントラスト像信号から該試料の
部位の電気抵抗対電圧の関係を算出する演算部と、を具備してなるものである。
【００１８】
　以下、本発明の検査技術の原理を説明する。
（１）　電位コントラスト像の信号から抵抗値を算出する方法
　電子ビームがウエハに入射すると、二次電子および後方散乱電子が放出する。これら放
出電子の量によって、電子ビーム照射領域は、正もしくは負に帯電することとなる。詳細
は、参考文献；L. Reimer、 ”Scanning Electron Microscopy、” Springer-Verlag Ber
lin Heidelberg、 1998を参照されたい。その帯電の程度によって、放出電子数は変化し
、電位コントラスト像が得られる。電位コントラスト像には、正帯電のもの（PVC、 posi
tive voltage contrast）、負帯電のもの（NVC、 negative voltage contrast）があり、
以下、これらを利用した方法について述べる。
・ＰＶＣ
　正帯電の電位コントラスト像から抵抗値を算出する方法の詳細は、Proceedings of SPI
E Vol. 4344 (2001) P12を参照されたい。以下、簡単にこの説明を行う。入射電子数に対
する放出電子数（二次電子数および後方散乱電子数の和）の割合である電子放出効率の入
射電子ビームエネルギーＥＰＥ依存性を図２に示す。
【００１９】
　電子放出効率が１のときのＥＰＥをＥ１およびＥ２とした。電子放出効率が１より大き
い場合、電子ビーム照射領域は正に、電子放出効率が１より小さい場合、電子ビーム照射
領域は負に帯電する。ＥＰＥがＥ１～Ｅ２の間にある場合、電子放出効率が１より大きく
、電子ビーム照射領域は正に帯電する。この正の帯電が、一度放出した二次電子を引き戻
す働きをする。後方散乱電子は、エネルギーが十分高く、引き戻されることは無いので、
以下の議論では後方散乱電子を無視する。
【００２０】
　この様子を図３で説明する。ここでは、左図に示すように、Ｓｉ基板３０２にＳｉＯ２
膜３０３を形成させ、Ｓｉプラグを埋め込んだビアホール３０１、および３０５を加工し
たウエハを用いて説明する。ビアホール３０５とＳｉ基板３０２の間には、ＳｉＯ２残膜
３０４がある。ウエハには、高いエネルギーを持った入射電子ビームを減速させるために
、リターディング電圧１９として‐Ｖｒ（＜０）[Ｖ]をウエハに印加している。ここで、
電子ビーム３４を、ビアホール３０１に照射させる場合を考える。電子放出効率が１より
大きいため、ビアホール３０１には正の電荷が蓄積される。
【００２１】
　しかし、ビアホール３０１はＳｉ基板３０２とつながっているため、十分抵抗値が小さ
く、アースからの電子の供給があるため、すぐに正電荷は中和され、帯電はしない。その
ため、発生した二次電子は３０７のように全て放出される。残膜３０４がある場合は、高
抵抗となるため、アースからの電子の供給は少なく、ビアホールは正に帯電する。正の帯
電は、負電荷を持つ二次電子にとって障壁となる。そのため、空間の電位分布は３０６の
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ようになり、低い運動エネルギーを持つ二次電子は引き戻され、引き戻されずに放出する
二次電子３０８は減少する。その結果、電位コントラスト像の信号は、低抵抗部が大きく
、高抵抗部が小さくなる。
【００２２】
　この議論を、エネルギー図、図３右図を用いて行う。縦軸はウエハからの距離、横軸は
エネルギーである。電子ビーム照射前、ビアホールの真空準位は３０９、その前方に形成
されるポテンシャル分布は３１１のようになる。十分低抵抗なビアホール３０１に電子ビ
ームを照射した場合、発生する二次電子のエネルギー分布３１４は、真空準位３０９から
高エネルギー側に連続して分布する。このときビアホールは、十分低抵抗なので、帯電は
せず、真空準位３０９、ポテンシャル３１１は変化しない。そのため、二次電子に対する
ポテンシャル障壁は無いので、放出される二次電子のエネルギー分布３１６は二次電子の
エネルギー分布３１４に等しい。一方。高抵抗なビアホール３０５に電子ビームを照射し
た場合、正に帯電するので、３１０のように真空準位が低下する。発生する二次電子３１
５の位置も帯電電圧の分、下がる事になる。すると、ポテンシャル分布は３１２のように
なり、ポテンシャル障壁３１３が形成される。この障壁により、一旦発生した二次電子の
内、低エネルギーのものは引き戻され、残りの二次電子３１７のみが放出されることにな
る。その結果、電位コントラスト像の信号は、低抵抗部が大きく、高抵抗部が小さくなる
。
・ＮＶＣ
　ＥＰＥがある程度大きい場合、例えば図２でＥＰＥがＥ３の場合、電子放出効率をσと
すればσ＜１であり、電子ビーム照射領域は負に帯電する。この負の帯電によりＥＰＥは
低減し、ＥＰＥはＥ２に、電子放出効率は１に近づく。抵抗が十分大きい場合、電子放出
効率が１となる状態、すなわち帯電電圧がＥ２－Ｅ３[Ｖ]で安定する。抵抗が小さい場合
、リーク電流が発生するため、電圧はＥ２－Ｅ３[Ｖ]になる前に安定し、電子放出効率は
１より小さくσより大きくなる。このように、高抵抗で放出電子数が多く、低抵抗で放出
電子数が少なくなる。すなわち、電位コントラスト像の信号で、高抵抗部が大きく、低抵
抗部が小さくなる。
【００２３】
　電子放出効率が１より大きい場合でも、負の帯電状態にすることは可能である。その方
法は、図１５に示すように、ウエハ前面に帯電制御電極３８を設置し、帯電制御電圧３９
を印加することで、ウエハに対して負の電位にするものである。このようにすると、二次
電子の低エネルギー成分は帯電制御電極３８を通り抜けることができず、ウエハに引き戻
されるため、電子放出効率を減少させることが可能となる。その結果、低抵抗部からの放
出電子数は少なくなる。一方、高抵抗部は、引き戻された電子によって負に帯電するため
、電位が帯電制御電圧３９程度にまで減少する。このとき、二次電子のエネルギーは増加
するため、帯電制御電極３８を通過する電子数は増加する。すなわち、電位コントラスト
像の信号で、高抵抗部が大きく、低抵抗部が小さくなる。ただし、引き戻される電子は広
がりを持っているため、高抵抗部が負に帯電するまでには時間がかかる。その時間を短縮
させるためには、ウエハに垂直に磁場を印加し、引き戻される電子を狭める方法が有効で
ある。
【００２４】
　これらの現象を定量的に扱うと、抵抗と検出される放出電子数に図４のような関係が成
り立つ。横軸は、抵抗Ｒと試料に照射するビーム電流ＩＰの積、縦軸は、電位コントラス
ト像の信号である。ＰＶＣの場合が４０１の曲線、ＮＶＣの場合が４０２の曲線になる。
ＮＶＣの場合については、本発明で我々が初めて明らかにした結果である。明るさの変化
する領域は、両者とも０＜ｌｏｇ（Ｒ・ＩＰ）＜３である。このように、電位コントラス
ト像の信号から、抵抗値を算出することは可能である。
（２）帯電電圧を測定する方法
　帯電電圧の測定は、例えば、エネルギーフィルター（エネルギー分析器と言う場合もあ
る）を用い、二次電子もしくは後方散乱電子のエネルギーを測定することによって実現さ
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れる。ウエハが正もしくは負に帯電されると、二次電子および後方散乱電子のエネルギー
も帯電電圧の分だけ変化するためである。エネルギーフィルターの詳細は、参考文献；L.
 Reimer、 ”Scanning Electron Microscopy、” Springer-Verlag Berlin Heidelberg、
 1998、 P197 に記載してある。その一例は、二次電子および後方散乱電子を検出する検
出器の前面にエネルギーフィルターの役目を果す、金属メッシュの板を設置するものであ
る。エネルギーフィルターである金属メッシュに電圧を与え、その電圧を変化させると、
二次電子および後方散乱電子の金属メッシュを通過する確率が変化する。その変化を検出
器を用いて測定することによって、ウエハの帯電電圧が測定可能である。
【００２５】
　測定原理の詳細を図１７に示す。ここでは、二次電子のエネルギーを測定することによ
って帯電電圧を求める方法について述べるが、後方散乱電子の場合も同様である。この図
は、二次電子放出の様子をエネルギー図で表したものである。横軸がウエハからの距離、
縦軸がエネルギーである。ウエハの位置は距離０である。帯電前、真空準位は３０９であ
り、ウエハ前面にできるポテンシャル分布は３１１のようになる。
【００２６】
　ウエハには、通常リターディング電圧という、負の電圧を加えているため、真空準位３
０９は０ｅＶよりも高い。すると、電子ビーム照射により二次電子３１４が発生し、真空
中に二次電子３１６が放出される。ただし、図中で、二次電子は全てエネルギー分布を表
示する。電子放出効率が１より小さく、負に帯電した場合、ウエハの真空準位が３０９か
ら３２０へと上昇し、ポテンシャル分布は３２１のようになる。正に帯電した場合は、そ
れと逆である。
【００２７】
　負に帯電した状態で発生する二次電子のエネルギー分布は３２３のようになり、真空中
に放出される二次電子は３２４となる。エネルギーフィルターは、これら真空中に放出さ
れた二次電子３１６および３２４のエネルギーを測定する事により帯電電圧を求める。エ
ネルギーフィルターに電圧を印加すると、ポテンシャル障壁３２２が形成される。その電
圧値が低ければ二次電子に対して障壁となるため、検出される電子３２５、３２６は減少
し始める。図１８に、エネルギーフィルター電圧とフィルターを通過し、検出器で検出さ
れる電子数を示す。信号が減少し始める電圧値が帯電電圧に等しく、この場合、帯電電圧
は－２、－１０、－１５Ｖである。ここでは、負帯電の例について説明したが、正帯電の
場合も同様である。このようにして、帯電電圧を測定する事が可能になった。
（３）帯電電圧を変化および制御させる方法
　電子ビーム照射条件（ビームの照射面積、ビームエネルギー、ウエハ近傍の電位分布）
を変えることにより、帯電電圧を変化させることが可能になる。例えば、入射エネルギー
５００ｅＶの電子ビームを用いた場合、ビームの照射面積（FOV、 field of view）、お
よびウエハ近傍の電場を変えることによって、図５および６に示すように、帯電電圧を変
化させることが可能になることがわかった。帯電電圧の値に幅があるのは、電子ビーム照
射範囲で帯電電圧にばらつきがあることを示している。
【００２８】
　他の例として、図１５に示すように、ウエハ前面に帯電制御電圧３９を印加可能な帯電
制御電極３８を設置し、ウエハ近傍の電位を変化させることにより帯電電圧を変化させる
ことが可能であることもわかった。帯電制御電極３８にウエハに対して正の電圧を加えれ
ば、二次電子は放出しやすくなるため、帯電電圧は増加する。帯電制御電極３８にウエハ
に対して負の電圧を加えれば、二次電子は引き戻されるので、帯電電圧は減少する。図１
６に実際の測定例を示すが、ここに示すように、帯電制御電圧３９、Ｖｃｃ、を変化させ
れば、帯電電圧が制御できる事がわかった。
【００２９】
　このように、電子ビーム照射条件を変化させた場合の、帯電増減の傾向の把握と、帯電
電圧の測定によって、帯電電圧の制御が可能になった。例えば、ある領域を１０Ｖにした
い場合、電子ビーム照射によって２０Ｖに帯電したとしても、ウエハ近傍の電場を弱める
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ことにより帯電電圧の低減が可能になる。このような指令を電子ビーム照射制御部に送る
ことにより、帯電制御を可能にした。
【００３０】
　以上、（１）、（２）、および（３）の手段を組み合わせる事によって、抵抗－電圧特
性の算出や、帯電電圧を所望の値に制御した状態での抵抗値測定が可能になった。
【発明の効果】
【００３１】
  本発明によって得られる代表的な効果を以下に簡単に説明する。本発明の検査方法およ
び装置を用いて回路パターンを有する半導体デバイス等の部分的に完成した基板を検査す
ることにより、従来の検査装置では不可能であった、非接触で微小部分の所望の帯電電圧
における電気抵抗や、電気抵抗の電圧依存性を測定可能になった。その結果から、欠陥の
種類を判別することができるようになった。
【００３２】
　本検査を基板製造プロセスへ適用することにより、基板製造プロセスにいち早く異常対
策処理を講ずることができ、その結果半導体デバイスその他の基板の不良率を低減し生産
性を高めることができる。その結果、不良の発生そのものを低減させることができるので
、半導体デバイス等の信頼性を高めることができ、新製品等の開発効率が向上し、且つ製
造コストが削減できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３３】
　（実施例１）
　本実施例では、試料の抵抗―電圧特性を非接触で高速に測定し、欠陥の種類を判別した
方法について述べる。ここで用いたウエハの断面構造を図７に示す。これは、Ｓｉ基板７
０１、ＳｉＯ２膜７０２、ｐｏｌｙ－Ｓｉプラグを埋め込んだビアホール７０３、ビアホ
ールの直下のｎ拡散層７０４、この拡散層７０４により形成されるｐｎ接合７０６から成
る。また、部分的に導通不良欠陥７０５も存在する。
【００３４】
　本実施例における半導体デバイスの検査装置の構成を図１に示す。半導体デバイスの検
査装置１は、大きく分けると、電子光学系２、ステージ機構系３、ウエハ搬送系４、真空
排気系５、光学顕微鏡６、制御系７、操作部８より構成されている。
【００３５】
　電子光学系２は、電子ビーム３４を放出するための電子銃９、電子ビーム３４をウエハ
１８上に収束させるためのコンデンサレンズ１０および対物レンズ１１、電子ビーム３４
をブランキングするため（ウエハに照射させないため）のブランキング制御電極１３、電
子ビーム３４をウエハ１８上に走査させるための偏向器１４、ウエハの高さを検出するウ
エハ高さセンサー１５、ウエハ１８で発生した放出電子（二次電子および後方散乱電子）
３５を検出する検出器１２、検出器の前面に設置したエネルギーフィルター３６、より構
成されている。ウエハ１８の電位コントラスト像を取得するためには、細く絞った電子ビ
ーム３４をウエハ１８に照射し、放出電子３５を発生させ、これらを電子ビーム３４の走
査と同期して検出する。
【００３６】
　ステージ機構系(試料台)３は、ＸＹステージ１６およびウエハを載置するためのホルダ
１７（ビーム校正用パターン付）、ウエハ１８に負の電圧を印加するためのリターディン
グ電源１９より構成されている。ＸＹステージ１６には、レーザ測長による位置検出器が
取り付けられている。ウエハ搬送系４はウエハカセット２０とウエハローダ２１より構成
されており、ウエハホルダ１７はウエハ１８を載置した状態でウエハローダ２１とＸＹス
テージ１６を行き来するようになっている。また、ウエハローダ２１は検査室２とは独立
して真空排気できるように構成されており、既に真空になっている検査室２を大気圧にす
ることなく、ウエハを搬送できるようになっている。
【００３７】
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　真空排気系５は、図１には示していないが、一般にロータリーポンプ、ターボ分子ポン
プ、およびイオンポンプから構成される。
光学顕微鏡６は、検査室２の室内に設置してある。ＸＹステージ１６を用いることによっ
て電子光学系２からウエハを移動させ、光学顕微鏡６による観察が可能になっている。
【００３８】
　制御系７は、検出器１２の信号を検出する信号検出系制御部２２、ブランキング制御部
２３、ビーム偏向制御部２４、電子光学系制御部２５、ウエハ高さセンサー検出系２６、
ステージ制御部２７、エネルギーフィルター制御部４０より構成されている。ここでは、
電子ビームの加速電圧、偏向幅、偏向速度、検出器１２の信号取り込みタイミング、ＸＹ
ステージ１６の移動速度、エネルギーフィルター３６に印加する電圧等の条件が、目的に
応じて任意にあるいは選択して設定できるよう入力されている。また、ＸＹステージ１６
につけた位置検出器、およびウエハ高さセンサー１５の信号から位置や高さのずれをモニ
タし、その結果より補正信号を生成し、電子ビームが常に正しい位置に照射されるよう各
制御部に補正信号を送る役割も果たす。
【００３９】
　操作部８は、装置の操作画面、取り込まれた電位コントラスト像、光学画像、および測
定した電気特性を表示する操作画面および検査結果表示部２８、画像処理部や制御系７へ
命令を出す計算部２９、電位コントラスト像・検査データ保存部３０、外部サーバ３１か
らのデータ授受を行うデータ入力部３２、データ変換部３３より構成されている。
【００４０】
　次に、図1で示した検査装置を用いて、検査を行ったときの方法を説明する。まず、ウ
エハが任意の棚に設置されたウエハカセットを、図１のウエハ搬送系４におけるウエハカ
セット20に置く。操作画面28より、検査すべきウエハを指定するために、該ウエハがセッ
トされたカセット内棚番号を指定する。
【００４１】
　そして、操作画面28より、各種検査条件を入力する。検査条件入力内容としては、電子
ビーム電流、電子ビーム照射エネルギー、一画面の視野サイズ（ＦＯＶ、Ｆｉｅｌｄ　ｏ
ｆ　ｖｉｅｗ）、リターディング電圧等である。個々のパラメータを入力することも可能
であるが、通常は検出したい抵抗範囲および電圧範囲に応じて、上記各種検査パラメータ
の組合せが検査条件ファイルとしてデータベース化されており、それら範囲に応じた検査
条件ファイルを選択して入力するだけでよい。データベースの作成は、次のように行われ
る。
【００４２】
　抵抗範囲の設定によって、０＜ｌｏｇ（Ｒ・ＩＰ）＜３の式（課題を解決するための手
段で述べたように、測定したい抵抗値をＲとすると、この式を満たすようなビーム電流Ｉ
Ｐを用いる必要がある。）を用いてビーム電流ＩＰ範囲が決定される。電圧範囲の設定に
よって、図５、６、および１６に示すような結果を用いて、ウエハ近傍の電場、電位や、
ＦＯＶの範囲が決定される。これらの条件入力が完了したら、検査をスタートする。
【００４３】
　自動検査をスタートすると、まず、設定されたウエハ18を検査装置1内に搬送する。ウ
エハ搬送系4においては、被検査ウエハ18の直径が異なる場合にも、ウエハ形状がオリエ
ンテーションフラット型あるいはノッチ型のように異なる場合にも、ウエハ18を載置する
ためのホルダ17を、ウエハの大きさや形状にあわせて交換することにより対応できるよう
になっている。該被検査ウエハ18は、ウエハカセット20からアーム、予備真空室等を含む
ウエハローダ21によりホルダ17上に載置され、保持固定されてホルダとともにウエハロー
ダ21内で真空排気され、既に真空排気系５で真空になっている検査室に搬送される。
【００４４】
　ウエハがロードされたら、上記入力された検査条件に基づき、電子光学系制御部25より
各部に電子ビーム照射条件が設定される。そして、ウエハホルダ17上の第一のビーム校正
用パターンが電子光学系下にくるようにステージ16が移動し、該ビーム校正用パターンの
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電位コントラスト像を画像処理部で取得し、該電位コントラスト像より焦点・非点を合わ
せる。
【００４５】
　そして、被検査ウエハ18上の所定の箇所に移動し、ウエハ18の電位コントラスト像を取
得し、コントラスト等を調整する。ここで、電子ビーム照射条件等を変更する必要が生じ
た場合には、再度ビーム校正を実施することが可能である。同時にウエハ18の高さを高さ
センサー15より求め、ウエハ高さ検出系26により高さ情報と電子ビームの合焦点条件の相
関を求め、この後の電位コントラスト像取得時には毎回焦点合わせを実行することなく、
ウエハ高さ検出の結果より合焦点条件に自動的に調整する。これにより、高速連続電位コ
ントラスト像取得が可能になった。
【００４６】
　アライメントのために、あらかじめアラインメント用に形成されたパターン、アライメ
ント用の光学顕微鏡像や電位コントラスト像、そしてパターンの位置情報を登録しておく
。そして、検査条件の入力の際に、このデータを読み出せるようにしておく。
【００４７】
  セットされたウエハ１８は、光学顕微鏡部６でアラインメント用の第一の座標を観察す
るために、ＸＹステージ１６により移動される。モニタ２８によりウエハ１８上に形成さ
れたアライメントパターンの光学顕微鏡画像が観察され、予め記憶された同じパターン画
像と比較し、第一の座標の位置補正値が算出される。次に第一の座標から一定距離離れ第
一の座標と同等の回路パターンが存在する第二の座標に移動し、同様に光学顕微鏡画像が
観察され、アライメント用に記憶された回路パターン画像と比較され、第二の座標の位置
補正値および第一の座標に対する回転ずれ量が算出される。
【００４８】
　以上のようにして光学顕微鏡部６による所定の補正作業や検査領域設定等の準備作業が
完了すると、ＸＹステージ１６の移動により、ウエハ１８が電子光学系２の下に移動され
る。ウエハ１８が電子光学系２の下に配置されると、上記光学顕微鏡部６により実施され
たアライメント作業と同様の作業を電位コントラスト像により実施する。この際の電位コ
ントラスト像の取得は、次の方法でなされる。
【００４９】
　上記光学顕微鏡画像による位置合せにおいて記憶され補正された座標値に基き、光学顕
微鏡部６で観察されたものと同じ回路パターンに、電子ビーム３４が走査偏向器１４によ
りＸＹ方向に二次元に走査されて照射される。この電子ビームの二次元走査により、被観
察部位から発生する放出電子３５が上記の放出電子検出のための各部の構成および作用に
よって検出されることにより、電位コントラスト像が取得される。既に光学顕微鏡画像に
より簡便な検査位置確認や位置合せ、および位置調整が実施され、且つ回転補正も予め実
施されているため、光学画像に比べ分解能が高く高倍率で高精度に位置合せや位置補正、
回転補正を実施することができる。
【００５０】
　なお、電子ビーム３４をウエハ１８に照射すると、その箇所が帯電する。検査の際にそ
の帯電の影響を避けるために、上記位置回転補正あるいは検査領域設定等の検査前準備作
業において電子ビーム３４を照射する回路パターンは予め被検査領域外に存在する回路パ
ターンを選択するか、あるいは被検査チップ以外のチップにおける同等の回路パターンを
制御系７から自動的に選択できるようにしておく。
【００５１】
　また、帯電を緩和させるために、紫外線を照射させる手段を用いても良い。これにより
、検査時に上記検査前準備作業により電子ビーム３４を照射した影響が検査画像に及ぶこ
とは無い。
【００５２】
　このようにして行ったアライメント結果は、各制御部に転送される。検査の際は、各制
御部によって回転や位置座標が補正される。



(11) JP 5016799 B2 2012.9.5

10

20

30

40

50

【００５３】
　アライメントが完了したら、試料ホルダ17上に載置された第二の校正用パターンに移動
する。第二の校正用パターンは、図４のグラフの信号スケールを検査で得られる電位コン
トラスト像の信号に一致させるものである。そのパターンは、十分低抵抗なビアホールと
十分高抵抗なビアホールが加工されたパターンである。
【００５４】
　該パターンの電位コントラスト像を用いて十分な低抵抗部および高抵抗部の信号値を校
正する。十分な高抵抗部はパターンの無い絶縁部を用いても良い。この結果をふまえて、
ウエハ18上に移動し、ウエハ上のパターン箇所の電位コントラスト像を取得し、明るさ調
整すなわちキャリブレーションを実施する。
【００５５】
　キャリブレーションが完了したら、既に制御系７に入力されている電子照射条件をもと
に、検査を実施する。そのときに得られた、電位コントラスト像の信号から図４を用いて
換算したビアホールの抵抗分布、およびエネルギーフィルターにより測定したビアホール
の帯電電圧分布を図８に示す。帯電電圧の測定をより具体的に説明すると、帯電電圧測定
機能ここではエネルギーフィルタを用いている。
【００５６】
　一次電子ビームを、素子を加工したウエハ(試料)に照射させ、そこから発生する二次電
子や後方散乱電子のエネルギーを測定する。その値は、試料上の一次電子の照射領域有る
素子に印加されている電圧の分だけ変化するため、電圧の算出が可能になる。この像をビ
ーム電流、ビームエネルギー、ＦＯＶ、ウエハとウエハ周囲の電極間の電位分布を変化さ
せる度に取得することにより、各ビアホールについて、抵抗の電圧依存性が算出できた。
【００５７】
　その結果、図９に示すように、ビアホールの抵抗値は大きく３つ（結果９０１、結果９
０２、結果９０３）に分類できた。
【００５８】
　結果９０１は、抵抗－電圧特性が、不純物ドーピング条件から予測されるものと等しく
、正常なｐｎ接合であることがわかった。結果９０２は順バイアス、逆バイアスとも高抵
抗であり、導通不良欠陥が発生していることがわかった。結果９０３は、抵抗が非常に低
く、リーク欠陥であることがわかった。また、結果９０４は、逆バイアスの抵抗値が大き
いので、一見、正常に見えるが、ブレークダウン電圧が低く、将来、リーク欠陥となる可
能性のある事もわかった。
【００５９】
　さらに、この抵抗－電圧特性から、不純物をドーピングする工程における不具合箇所を
推測する事も可能になった。このような結果は、ある程度広い範囲の電圧で抵抗値を求め
なければわからなかったことである。
【００６０】
　次の検査領域に移動する際は、ＸＹステージ１６を静止させて電子ビーム３４の走査域
を移動させる方法と、ＸＹステージ１６を移動させる方法のいずれかを選択できる。ある
特定の比較的小さい領域を検査する場合には前者のステージを静止させて検査する方法、
比較的広い領域を検査するときは、ステージを移動して検査する方法が有効である。なお
、検査領域を移動する場合、電子ビーム３４をブランキングする必要がある時には、ブラ
ンキング用偏向器１３により電子ビーム３４を偏向し、電子ビームがウエハに照射されな
いように制御できる。
【００６１】
　このように指定された領域の検査を実施しながら、リアルタイムで画像処理を実施し、
抵抗値の電圧依存性を測定していく。そして、検査結果を操作部28に表示し、且つデータ
をデータ変換部33を介して外部に出力する。このようにして、ウエハ全域もしくは、部分
的に検査を完了したら、図１０のように、ウエハ内の導通不良欠陥分布やリーク欠陥分布
を得ることができた。その後、ウエハをアンロードして検査を終了する。
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【００６２】
  ここでは、帯電電圧を変化させるために、ビームの照射面積、ビームエネルギー、ウエ
ハとウエハ周りの電極間の電位分布を変化させた。それ以外でも、検査前に広範囲に電子
ビームを照射しておくことによって、帯電電圧を変化させることが可能である。また、ウ
エハ表面を帯電させるために、本実施例では電子ビームを用いたが、その代わりにイオン
ビームを用いても同様の測定が可能である。
【００６３】
　（実施例２）
　第二の実施例では、第一の実施例で説明した検査装置を用いて、所望の帯電電圧におけ
る各素子の抵抗値を測定し、その抵抗値が所定の値と異なった場合に該箇所を欠陥として
認識し、該欠陥位置を表示する。帯電電圧の制御は、エネルギーフィルター３６を用いて
測定した帯電電圧の情報を計算部２９へ送り、計算部２９で所望の帯電電圧にするための
電子ビーム照射条件を決定し、その情報を制御部７を送ることにより行う。電子ビーム照
射条件の設定が上手くいかず、帯電電圧が所望の値にならなかった場合は、再度、この方
法を繰り返す。装置の詳細な説明は第一の実施例で述べているので省略する。
【００６４】
　この方法を用いて、例えば、ＤＲＡＭに加工したｐｎ接合のリフレッシュ不良欠陥検査
が可能である。このｐｎ接合は、それに３Ｖ印加した時の抵抗値が１０の１４乗Ω以下で
は欠陥と判断するとした。ビアホールの底にｐｎ接合が加工されたウエハを上記の方法で
検査し、帯電電圧３Ｖでの抵抗値を算出し、１０の１４乗Ω以下のビアホールをリフレッ
シュ欠陥とし、ウエハ中の欠陥密度分布を図１１のように示すことができた。
【００６５】
　（実施例３）
　第三の実施例では、第一の実施例で説明した検査装置を用いて、ウエハに加工されたＣ
ＭＯＳのｐｎ接合検査を行った。抵抗－電圧測定を行うことによって、ｐｎ接合の方向、
導通不良欠陥、リーク欠陥の判別が可能になった。検査結果の例を図１２に示す。ウエハ
表面がｎ拡散層であるｐｎ接合が１２０１、ウエハ表面がｐ拡散層であるｐｎ接合が１２
０２、導通不良欠陥が１２０３、リーク欠陥が１２０４である。また、帯電電圧を制御し
、ブレークダウンが起こらない条件で検査を行えば、単に、ＮＶＣ、およびＰＶＣの電位
コントラスト像の信号変化を見るだけで、その判断を行うことが可能になった。図１３に
その結果を示す。
【００６６】
　（実施例４）
　第四の実施例は、第一の実施例で述べた装置を用い、検査用の電位コントラスト像の信
号を取得しながら、もしくはその前に、抵抗値が既知の素子の電位コントラスト像の信号
を取得し、電位コントラスト像の信号と抵抗値の関係を校正する検査方法および装置であ
る。
【００６７】
　まず、検査ウエハ１８を検査装置内にロードし、あらかじめ登録してある電子ビーム照
射条件を設定する。試料台１７には、図１４に示すように抵抗値があらかじめわかってい
る標準サンプル３７が貼り付けてある。検査を開始する前にこの標準サンプルの電位コン
トラスト像を取得し、電気抵抗と電位コントラスト像の信号の関係を求める。その後、検
査を開始し、その関係を用いて、得られた電位コントラスト像から抵抗値を算出した。こ
の方法によって、より正確な抵抗測定が可能になった。
【００６８】
　（実施例５）
　第五の実施例は、第一の実施例で述べた装置を用い、帯電電圧を変化させるために、ウ
エハ１８前面に設置した帯電制御電極３８を用いるものである。図１５に示すように、こ
の帯電制御電極には電圧を印加可能である。ウエハに対して電圧Ｖｃｃを印加すると帯電
電圧値が図１６のようになった。この方法によって、帯電電圧を正から負へ、もしくは負
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から正へと容易に連続変化させることが可能になった。また、帯電電圧の変化を高速に行
うためには、ウエハに垂直に磁場を印加する方法が有効である。
【００６９】
　（実施例６）
　第六の実施例は、第一の実施例で説明した検査装置を用いて、比較検査を行うことによ
り、欠陥を検出するものである。まず、第一の領域において、所望の帯電電圧における各
素子の抵抗値を測定、もしくは所望の帯電電圧範囲における各素子の抵抗値を測定した。
つぎに、第二の領域においても同様に抵抗値の測定を行った。第一の領域、および第二の
領域の抵抗値を比較することで、異なる部分を判定し、その部分を欠陥と認識することが
できた。
【００７０】
　以上実施例を纏めると本発明は、以下の如くとなる。
【００７１】
　第１の発明は、素子が形成されたウエハ表面の領域を荷電粒子ビームで走査する工程と
、上記領域の帯電電圧を一つ、もしくは複数の所望の値にするために、荷電粒子ビームの
照射条件を変化させる工程と、帯電電圧が上記所望の値に等しいか否かを確認するために
帯電電圧を測定する工程と、上記所望の帯電電圧にさせた後、上記領域から発生する二次
電子や後方散乱電子を検出し、その信号から該領域の電位コントラスト像を形成する信号
を記憶する工程と、該電位コントラスト像の信号および荷電粒子ビーム電流値から電気抵
抗値を算出する工程よりなる。
【００７２】
　更に、素子が形成されたウエハ表面の領域を荷電粒子ビームで走査する工程と、上記荷
電粒子ビームにより上記領域から発生する二次電子や後方散乱電子を検出し、その信号か
ら該領域の電位コントラスト像を形成する信号を記憶する工程と、該電位コントラスト像
の信号および荷電粒子ビーム電流値から電気抵抗値を算出する工程と、上記領域の帯電電
圧を測定する工程と、これらすべての工程を、荷電粒子ビームの照射条件を変化させる度
に行い、素子の抵抗と電圧の関係を求めることにより達成する。
【００７３】
　また、上記、荷電粒子ビームの照射条件は、ビーム電流、ビームエネルギー、照射面積
、ウエハとウエハ周りの電極間の電位分布であり、照射条件を変化させる場合には、これ
らの内、一つ以上変化させることでも達成できる。更にまた、帯電状態が安定するまで該
走査を行うことにより精度良く電位コントラスト信号を検出することを可能とする。
【００７４】
　更にまた、前記電位コントラスト像を形成する信号を記憶する工程の前処理として、該
電位コントラスト像の信号取得領域よりも広い領域に荷電粒子ビームを走査し、帯電させ
ることによっても達成される。
【００７５】
　抵抗値を決定する際に、これらの関係が既知の素子の電位コントラスト像を用いて校正
することにより達成され、前記抵抗値の測定結果を用いて、前記基板における欠陥の種類
を判別するよう構成したことにある。本発明の検査方法は、正および負に帯電させた状態
で電位コントラスト像の取得を行うことにより、ｐｎ接合が形成された素子の接合の方向
、リーク欠陥、導通不良欠陥を判別する検査方法を提供する。本発明の検査方法は、前記
荷電粒子ビームは電子ビームであることを特徴とする検査方法である。本発明の検査方法
は、測定したい電気抵抗をＲとした場合、用いる電子ビームの電流値ＩＰは０＜ｌｏｇ（
Ｒ・ＩＰ）＜３の範囲にあることを特徴とする検査方法である。
【００７６】
　第２の発明は、試料を載置する試料台と、一次荷電粒子ビームを前記試料台上の試料に
照射するための対物レンズと、荷電粒子ビームを照射した領域の帯電電圧を測定する帯電
電圧測定系と、該帯電電圧を所望の値にするために、荷電粒子ビームの照射条件の変更を
行う制御部と、試料から発生する二次電子や後方散乱電子を検出する検出器と、前記検出
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器からの信号を用いて、検査されるべき領域の電位コントラスト像の信号を記憶するため
の電位コントラスト像記憶部と、前記電位コントラスト像信号から該試料の部位の電気抵
抗を算出する演算部と、を具備してなることを特徴とする荷電粒子ビームによる検査装置
にある。
【００７７】
　第３の発明は、試料を載置する試料台と、一次荷電粒子ビームを前記試料台上の試料に
照射するための対物レンズと、試料から発生する二次電子や後方散乱電子を検出する検出
器と、荷電粒子ビームを照射した領域の帯電電圧を測定する帯電電圧測定系と、前記検出
器からの信号を用いて、検査されるべき領域の電位コントラスト像の信号を記憶するため
の電位コントラスト像記憶部と、該荷電粒子ビームの照射条件を変化させる度に帯電電圧
を求め、同時に前記電位コントラスト像信号から該試料の部位の電気抵抗を算出し、各部
における抵抗－電圧の関係を決定する演算部と、を具備してなることを特徴とする荷電粒
子ビームによる検査装置にある。また、帯電電圧を変化させるために、ウエハの前面に電
圧を印加することのできる帯電制御電極を具備してなる。また、帯電電圧を高速に変化さ
せるために、ウエハに垂直方向に磁場を印加することにより達成できる。
【図面の簡単な説明】
【００７８】
【図１】検査装置の装置構成図である。
【図２】電子放出効率の入射電子ビームエネルギー依存性を示す図である。
【図３】ビーム照射にともなうウエハ近傍の電位分布、二次電子放出の様子、およびポテ
ンシャル障壁形成の様子を示す図である。
【図４】電位コントラスト像の信号の抵抗依存性を示す図である。
【図５】帯電電圧の電場依存性を示す図である。
【図６】帯電電圧の観察領域（ＦＯＶ）依存性を示す図である。
【図７】ウエハの断面構造を示す図である。
【図８】実施例１で得られたビアホールの抵抗値分布および帯電電圧分布を示す図である
。
【図９】実施例１で得られたビアホールの抵抗値の電圧依存性を示す図である。
【図１０】実施例１で得られた導通不良欠陥密度およびリーク欠陥密度のウエハ内分布を
示す図である。
【図１１】実施例２で得られたリフレッシュ欠陥密度のウエハ内分布を示す図である。
【図１２】実施例３で得られたビアホールの抵抗値の電圧依存性を示す図である。
【図１３】実施例３で得られた電位コントラスト像の信号の帯電電圧依存性を示す図であ
る。
【図１４】実施例４で用いる抵抗標準サンプル付き試料台を示す図である。
【図１５】実施例５で用いる帯電制御電極の構造を示す図である。
【図１６】実施例５で得られた帯電電圧の帯電制御電圧依存性を示す図である。
【図１７】エネルギーフィルターを用いた帯電電圧測定の原理を示す図である。
【図１８】エネルギーフィルターを用いた帯電電圧測定例を示す図である。
【符号の説明】
【００７９】
１： 検査装置、２：電子光学系、３：ステージ機構系、４：ウエハ搬送系、５：真空排
気系、６：光学顕微鏡、７：制御系、８：操作部、９：電子銃、１０：コンデンサレンズ
、１１：対物レンズ、１２：検出器、１３：ブランキング制御電極、１４：偏向器、１５
：高さセンサー、１６：ＸＹステージ、１７：ウエハホルダ、１８：ウエハ、１９：リタ
ーディング電源、２０：ウエハカセット、２１：ウエハローダ、２２：信号検出系制御部
、２３：ブランキング制御部、２４：ビーム偏向制御部、２５：電子光学系制御部、２６
：高さセンサー検出系、２７：ステージ制御部、２８：操作画面・検査結果表示部、２９
：計算部、３０：データ保存部、３１：外部サーバ、３２：データ入力部、３３：データ
変換部、３４：電子ビーム、３５：放出電子（二次電子および後方散乱電子）、３６：エ
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ネルギーフィルター、３７抵抗標準サンプル、３８：帯電制御電極、３９：帯電制御電圧
、４０：エネルギーフィルター制御部、３０１：ビアホール（低抵抗）、３０２：Ｓｉ基
板、３０３：ＳｉＯ２膜、３０４：ＳｉＯ２残膜、３０５：ビアホール（高抵抗）、３０
６：電位分布、３０７：二次電子、３０８：二次電子、３０９：帯電前の真空準位、３１
０：正帯電した場合の真空準位、３１１：帯電前のポテンシャル分布、３１２：正帯電し
た場合のポテンシャル分布、３１３：ポテンシャル障壁、３１４：二次電子のエネルギー
分布（帯電前）、３１５：二次電子のエネルギー分布（正帯電）、３１６：ポテンシャル
障壁を越えて真空中に放出される二次電子のエネルギー分布（帯電前）、３１７：ポテン
シャル障壁を越えて真空中に放出される二次電子のエネルギー分布（正帯電）、３２０：
負帯電した場合の真空準位、３２１：負帯電した場合のポテンシャル分布、３２２：エネ
ルギーフィルターによるポテンシャル障壁、３２３：二次電子のエネルギー分布、３２４
：ポテンシャル障壁を越えて真空中に放出される二次電子のエネルギー分布、３２５：エ
ネルギーフィルターを通り抜けた二次電子のエネルギー分布（帯電前）、３２６：エネル
ギーフィルターを通り抜けた二次電子のエネルギー分布（負帯電）、４０１：負帯電の場
合、４０２：正帯電の場合、７０１：ｐ－Ｓｉ基板、７０２：ＳｉＯ２層、７０３：ｐｏ
ｌｙ－Ｓｉプラグを埋め込んだビアホール、７０４：ｎ拡散層、７０５：ＳｉＯ２残膜、
７０６：ｐｎ接合、９０１：正常なｐｎ接合、９０２：導通不良欠陥、９０３：ｐｎ接合
の欠陥、９０４：リーク欠陥、１２０１：正常なｐｎ接合（表面はｎ拡散層）、１２０２
：正常なｐｎ接合（表面はｐ拡散層）、１２０３：導通不良欠陥、１２０４：リーク欠陥
 。

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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